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合は3．6％で，その戸数は71万8千戸であった。1988年にはその割合が10．9％に増大し，その戸
数が459万4千戸に達している。この年間におよそ6．4倍の非居住世帯住宅数に増大している。そ
して同居居住世帯は，当然のことながら，総住宅数に対する割合を縮小しながら年々減少してい
る。1963年には同居居住世帯住宅数は97万戸であったが，1988年には18万戸に急激に低下してい
る（表8）。
　表9は一般世帯の所有関係別住宅数の変動を示したものである。図9はその変動をグラフ化し
たものである。これによると，主世帯総数は1955－85年間に1，737万6千世帯から3倍以上の
3，630万6千世帯へと増大している。戦後これが急速に増加してきたのは，さきにみてきた通り
であるが，1960－65年間で16．9％のピークに達し，以後逓減L1980－85年間に7．3％の水準にな
る。
　このうち持家世帯数の増加がめざましい。1955年当時主世帯総数の68％を占めて，1，180万9
千に達していた持家世帯数は，その後主世帯総数に対する割合を徐々に縮小しているものの，
1985年には9L　5％の増加をして，2，261万7千世帯に達する。途中1970－75年間において主世帯
総数に対する構成比率が58．2％まで低下するが，この持家世帯数の増加率は，戦後最も高い期間
増加率，15．5％に達する。
　持家世帯数の趨勢と対称的趨勢を辿っているのが，公営・公団・公社および民営からなる借家
世帯数である。1955年の借家世帯数は352万6千世帯あり，主世帯総数に対する構成比率は20．3
％であったが，これが1985年にはおよそ3倍の1，174万世帯数に増大し，32．3％構成比率を占め
るに至る。この構成比率は1975年に34．6％を示して，さきの持家世帯数の低下した58．2％の構成
比率に対応している。石油ショック後の景気を反映したものとみることができよう。
　給与住宅数は，1955年の108万5千世帯から1975年以降の200万前後の世帯数に達している。こ
の間1960－65年間に27．8％の増加率をピークに，その後逓減的増加から低下している。主世帯総
数に対する構成比率は，このような趨勢を反映して，1965年にピークに達し7。2％を示している。
以後低下を辿り，1985年には5．3％水準に低下する。
5。　住宅建設と景気循環
　核家族化に伴う世帯数の増加とともに住宅の需要増加が起こり，そしてそれが景気を誘発する
住宅建設へと結びついてきたのである。新設住宅着工戸数の動向は，世帯数と住宅数との関連結
果を反映したものとして重要な示唆を与えるものである。表1の第2欄ならびに表9は，戦後の
新設住宅着工戸数の変動を示したものであり，図10および図11は，その変動をグラフ化したもの
である。
　まず持家と借家の着工戸数の割合が大きくほぼ同じ水準からスタートしている。1971年に，持
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　　　　　図10新設住宅着工戸数の変動
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（資料）　表2と同じ。
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図11分譲住宅の種別着工戸数の変動
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　　（資料）　表2と同じ。
家は約63万2千戸，借家は約65万2千戸であったが，前者は減退傾向を辿り，後者は上昇傾向を
辿っている。そして1990年には前者が約47万4千戸，後者が約76万7千戸に達し，両者が1984年
の時点で交差し，以後相反対する方向を向いている。しかしユ987年で借家は88万7千戸，持家は
56万3千戸というように両極のピークに達し，それ以後は両者とも低下傾向を辿っている。
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　分譲住宅が，1966年の5万2千戸から年々増加し，2年後の1968年に倍加し102万戸に達して
いる。その後これは，さらに増加し5年後の1973年には，約3倍半の34万9千戸に達し，ひとつ
のピークをつくる。1974年でボトムをつくり，そして1977年でまた新たなピークをつくり，35万
4千戸に達する。その後これは，逆転漸減し1981年で30万戸を割り，1885年に至るまで20万戸台
で低下する。これは以後ふたたび増加傾向を辿り，1990年には38万7千戸に達する。
　持家住宅がこのような漸減傾向を辿ったのは，この時期に狭小な住宅からの住替えを行う世帯
の居住水準の向上につながったと考えられている（〔7〕1987年度版，148ページ）。図12は年齢階
級別世帯に占める当該年度の持家を建設した世帯の割合を示すものである。これによると，1975
年に持家を建設した世帯主の年齢別建凹凹は，30一一35歳，35－39歳，40－45歳および45－50歳の
　　　　　　　　　　　　　　　　図12　世帯主年齢別持家建設率
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（出所）
　20　25　30　35　40　45　50　55　6e　～～～～～～～～歳　24　　　29　　　34　　　39　　　44　　　49　　　54　　　59　　　以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上
　年齢階級別世帯に占める当該年において持家を建設
　した世帯の割合。
　〔7〕1987年度版，148ページ。
　図13世帯主年齢階級別分譲住宅購入率
　　　　　　’80年　’75年
2e　25　30　35　40　45　50　55　60～　　～　　～　　～　　～　　～　　～　　～　　歳
24　　　　29　　　　34　　　　39　　　　44　　　　49　　　　54　　　　59　　　　以
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上
年齢階級溺世帯数に占める当該年において分譲住宅
を購入した世帯の割合
図12と同じ。
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各階級で3％前後を示し，これが山型をつくってその両側に低下する曲線を形成している。しか
し1980年のこの世帯主年齢別持家建設率の曲線は，35－39歳階級をピークに急激に低下し，55－
59歳階級で少し盛り返している。1985年の曲線は，30－35歳階級と35－39歳階級で山型をつく
り，45－49歳階級で谷をつくっている。1980年と1985年の曲線はふたつの山をもったものとなっ
ている。図10にみられる持家住宅と貸家住宅の逆転傾向と対応している。
　図13は，年齢階級別世帯数に占める当該年度における分譲住宅購入世帯割合を示したものであ
る。これを併せて考察すると，「民間分譲住宅を購入した世帯は，主として持家の99　1取得者で
あるため，比較的持家率の低い層でその割合が高いのに対し，世帯主の年齢が高い層では，持家
率が高いために建替えを行う世帯の割合も高くなっており，これが，世帯主が40－50歳代の世帯
における持家を建設した割合を引き上げている」（〔7〕149ページ）。1985年の場合は全体的に持
家率，分譲住宅購入率ともに低くなっている。
　分譲住宅の内訳をみると，まず両者の戸数規模の格差を漸次広げながら，一戸建住宅数の変動
が分譲住宅数の変動とほとんど同じ傾向を辿っている。そしてマンション数の変動が，1977年頃
までこれまた一戸建住宅数の変動とほとんど同じ傾向を辿っている。そして両者の戸数規模の格
差を広げてきていたが，当年以降一戸建住宅数の逓減で，両者の戸数規模が次第に縮まり，1981
年では逆転し，マンション数が一戸建住宅数を上回り，以後両老ともに上昇傾向を辿る。
　給与住宅はig71年の6万5千戸の低い水準でほぼ一定を保っている。一定の年数は給与住宅に
居住しようとする一定の世帯数と人々がいるからであろう。給与住宅の居住者は絶えず更新して
いたものと考えられる。その証拠として197ユ年の6万5千戸から若干の変動はあるものの，1981
年頃から2万台の戸数で横ばい状態を保ち，1989年以降ようやく3万7千戸に達している。この
微増傾向は最近の住宅逼迫事情から社宅整備の風潮によるものかも知れない。
表10　総世帯数に対する新設住宅着工戸数の回帰係数
従　属　変　数
新設住宅着工総戸数
持　　　　　　　家
分　譲　住　宅
分　譲　一　戸　建
分譲マンション
給　与　住　宅
借　　　　　　家
独　立　変　数
総　世　帯　数
　O．　05741
一　O．　02641
　0．　01325
　0．　0032
　0．　00911
一　O．　0035
　0．　02042
定　　数　　項
一　614．79998
1，　548．　07334
一　207．　744
　26．　98646
一　205．　44063
　159．　14783
一　190．　50943
決定　係　数
O，　75＊
O．　66＊
O．　44＊＊
O．　02
0．　78＊
O．　51＊＊
O．　07
自　　由　　度
?????????
（注）　＊＊1％水準で有意，＊5％水準で有意。
　　　　表2と同じ。
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　表10は，総世帯数に対する新設住宅着工戸数の回帰係数である。総世帯数の影響を受けている
従属変数として，まず新設住宅着工戸数があげられる。つぎに持家住宅があげられる。これら両
者はそれぞれ0。75および0。66の調節済みの相関係数をとり，両者とも1％水準で有意である。分
譲住宅の従属変数としての役割は，0．44の決定係数を示しており，1％水準で有意である。分譲
　　　　　　　　　　図14　世帯数の増加率と新設住宅着工戸数の増加率の動向
　　　　　（％）　　　　　　　　　　　ce　NDBR3：新設住宅着工戸数の増加率
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　（資料）表1と表2より。
　　　　　　　　　　図15住宅投資の増加率と世帯数の増加率との相関
（。1。・。）（％）　　　最綴R＞灘橿（住宅投資の増欄
?
?????????????
???
5一
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（資料）　表1と〔7〕各年度版。
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マンションの従属変数としてはよく効いているようである。決定係数が0．78をとり，5％水準で有
意である。一戸建住宅は総世帯数の従属変数として働かなかったようである。給与住宅は，0．51
の決定係数をとり，1％水準で有意に働いている。借家住宅は総世帯数とは相関が認められない。
　総世帯数に対する新設住宅着工戸数の影響は概ね以上の結果から認められるようであるが，図
14にみられるように，必ずしも楽観的ではない。年々世帯数に応じて新設着工戸数が増加してい
るかというと，そうではないことが明らかになった。後者の平均移動による変動は明らかである
が，世帯数のそれは必ずしもそうではないのである。
　日本経済は，戦後11回の短期の景気循環を経ながら，今日の発展をみるに至った。消費の変
動，設備投資の変動とならんで住宅投資の変動のこれに与えた影響は決して小さいものではなか
った。住宅投資は世帯数の大きさに絶えず影響を受けてきた。図15は世帯数の増加率に対する住
宅投資の増加率の回帰線をあらわしたものである。1970年から1986年までの19年間の自由度17
で，0．4982の決定係数をとり，5％水準で有意を示し，核家族化に伴う世帯数の増加率の上昇に
つれて住宅数の増加；率の上昇があったことが認められる。しかし1986年以降を含めた時系列につ
いてはこの相関は認められなかった。
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